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地　方　消　費　税
　この税は、国の税金である消費税と同様に、国内での商品の販売、サービスの提供および輸入される貨物に対し
て課税される都道府県税です。

納  め  る  人

納  め  る  額

申告と納税
　●譲渡割（国内取引）
　　当分の間、消費税の申告とあわせて、国（税務署）に申告し、納付します。
　　個人事業者…原則として1月1日～12月 31日の期間分として、翌年の3月末日までに申告して納めます。
　　法　　　人…原則として事業年度終了の日から2月以内に申告して納めます。
　　※直前の課税期間における年税額が一定額を超える事業者は、中間申告と納付が必要です。
　●貨物割（輸入取引）
　　消費税の申告とあわせて、外国貨物を保税地域から引き取るときまでに、所轄の税関に申告し、納付します。

都道府県間の清算
　地方消費税は、国の消費税と同様に、税負担を最終消費者に求める税であるため、都道府県間において消費関連
の指標等により清算を行い、消費地と課税地の一致のための調整を行います。

市町への交付金
　県は、清算を行った後の地方消費税額の2分の1に相当する金額を、県内の市町に対して人口および従業者数であん分して交付します。

区　　分 　納　税　義　務　者 （　国　の　消　費　税　と　同　じ　）
譲　渡　割 国内取引で、商品の販売やサービスの提供などを行った事業者
貨　物　割 輸入取引で、課税貨物を保税地域から引き取る者

※保税地域とは、外国から日本に運び込んだ貨物を置いていても、関税（国税）の支払いが猶予される場所です。

運用開始日
区　分 平成26年4月1日 令和元年10月1日

地方消費税率
1.7%

（消費税額の17/63）

標準税率 軽減税率
2.2%

（消費税額の22/78）
1.76%

（消費税額の22/78）

考
参 消費税率 6.3% 7.8% 6.24%

合計 8% 10% 8%
引上げ分の地方消費税の収入は、社会保障4経費（年金、医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費に充てられます。

製造業者

ａ県税務署
申告納税

地方消費税払込

消費税収
7,800

1,100 440

1,100

商業統計等を用いた消費基準による清算 福井県の地方消費税収　2,200

440

660

3,900 1,560 2,340

1/2

福井県

卸売業者 小売業者 消　費　者

支払総額　110,000

消費者が負担した
消費税・地方消費税
　　　　 10,000
（A・B・Cの合計）

ａ県国

ｂ県税務署

ｂ県

県内税務署

福井県 県内市町

売上げ　50,000
消費税①　5,000

消費税・地方消費税
納付税額Ａ
①=5,000

売上げ　70,000
消費税②　7,000

仕入れ　50,000
消費税①　5,000

消費税・地方消費税
納付税額Ｂ

②－①=2,000

売上げ　100,000
消費税③　10,000

仕入れ　70,000
消費税②　7,000

消費税・地方消費税
納付税額Ｃ

③－②=3,000

■地方消費税の
　仕組み
（例：10％の場合）

消費税インボイス制度について
　令和5年10月 1日から適格請求書等保存方式（インボイス制度）が開始されました。

igenzeiritsu/invoice.htm検　索国税庁　インボイス

不  動  産  取  得  税
　この税は、土地や家屋など不動産の取得に対して課されるものです。

納  め  る  人　土地や家屋を売買、交換、贈与、建築などにより取得した人です。
納  め  る  額　課税標準額（不動産の価格） ×税率※1 ※2

※1 不動産の価格　不動産の実際の購入価格や建築工事費の額ではありません。

※2 税率

●住宅を取得したときの軽減
❶ 新築住宅の場合（新築された建売住宅や分譲マンションの購入を含みます。）
　下記要件に当てはまる新築住宅については、一戸につき　1,200万円　 が「不動産の価格」から控除されます。
　　

※

・土地や家屋を売買、贈与、交換などにより取得
　したとき → 市町の固定資産課税台帳に登録されている価格

・家屋を新築、増改築により取得したとき
・宅地造成、地目変換など特別の事情のある土地
　を取得したとき

→ 調査をして固定資産評価基準により評価した価格

※ 令和9年3月31日までの間に宅地評価土地を取得した場合は、課税標準額  =  取得した土地の価格  ×  1/2  とします。

不動産の種類 税　　　　率

土　　地
３％（令和9年3月31日まで）

家　屋
住　宅

住宅以外の家屋 4％
（平成20年4月1日以降に取得した不動産についての税率です。）

■住宅・宅地に関する税額の軽減措置

※新築の「認定長期優良住宅」を平成21年6月4日から令和8年3月31日までに取得した場合は 1,300万円

住宅用の車庫、物置（既存部分）を残し、母屋を建て替え（新築）ました。
この場合、住宅の軽減措置は受けられますか？　　　

一定の条件を満たした場合には、１戸につき1,200万円が「不動産の価格」から
控除されます。（上記①参照）

この場合、建て替えた母屋の延べ床面積と、既存の車庫、物置の延べ床面積の合計
が240㎡以下であれば、軽減措置が受けられます。

　例の場合は、物置（30㎡）、車庫（40㎡）母屋
（150㎡）の延べ床面積の合計が220㎡となり、上
記の≪控除の要件≫を満たしているため、軽減措置
が受けられます。

Q.

A.

【例】

Q & A

※

★延べ床面積（物置、車庫を含みます。）が50㎡以上240㎡以下（一戸建て以外
の貸家については40㎡以上240㎡以下、サービス付き高齢者住宅である貸家
については30㎡以上160㎡以下  ）であること。

《控除の要件》
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物置

昭和60年新築
30㎡

車庫

平成６年新築
40㎡

母屋

令和6年
既存住宅を壊した後に新築

150㎡

※令和5年3月31日までに取得した場合は、30㎡以上180㎡以下とします。
※延べ床面積以外にも一定の要件があります。


